



















































































































































































































うに，「制度」 ・□貫行」 ・「実態」と「観念」 ・「杜会通念」 ・「規範」 ・「価値観」などという存在次
元の区別をしながら，前者のレベルでの「終身雇用」の不在を主張するわけである 。ただ，後者















































































ありよう ワそれらの独自的な形態に終身雇用制は直接かかわ っている 、
　期問の定めなき常傭形態は，解雇ないし離職の形をとっ て使用者と労働者の双方の一方の意志
のみでも終了する。しかし，一方の意志のみでの雇用の終了は双方にとっ て必要ではあるが，ま








































































































































は、 解雇一般に対する法的制限については，裁判例 （その鼓初は日本食塩製造事件の最高裁判決 ，
１９７５年）により「使用者の解雇権の行使も ，それが客観的に合理的な理由を欠き社会通念上も相
当として是認することができない場合には，権利濫用として無効になる」という「解雇権濫用法





















































































































と運用の基準，管理基準，ガイドラインとしての意味をもっ ているといえよう 。その意味では ，
終身雇用はすぐれて人事管理の「規範」（といっ ても雇用重視といっ た狭義の雇用そのものにかかわる





























































































































































　上企業では４２ ．５％で，後者における適用開始年齢は５０歳が最多で３７ ．８％，次が４５歳以下の３４ ．１％とな
　っ ている（労働省『雇用管理調査』による）。
３４）稲上［１９９４１は，こうした動きを定年延長に伴う定年制の運用の変化，「点」ではなく「ゾーン」
　＝「定年域」としての運用ととらえる 。稲上毅１１９９４１ ，『定年』，『日本労働研究雑誌』Ｎｏ． ４０８
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